










Measuring the Marginal Costs of Consumption Tax
by Utilizing an Age Group Approach
田　代　　歩
In this study, we analyze the impact of consumption tax reforms on the 
welfare of elderly households.
First, we evaluate the effect of raising tax revenue from the efficiency 
aspect and the distributional characteristic from the equity aspect. Second, 
we calculate marginal costs from the viewpoint of efficiency and equity.
Our empirical results show that the marginal cost of medical care is 
the highest value of all commodities with the higher inequality aversion. 
Specifically, reducing tax on medical care can improve the welfare of the 



















































トが低くなることが示されている。日本では Urakawa and Oshio （2010）と
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くなり、「タバコ」の税収コストが低くなることが示されている。日本では Urakawa and 











3.  理論モデル 






 最初に、課税の限界コストについて説明する。まず、社会全体には H 家計が存在し、N
個の財が市場で取引されているとする。そして、社会的厚生関数である 
� = ���(�� ��)� � � � � ��(�� ��)]の最大化について考える。��は家計ℎの間接効用関数(ℎ =
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1 後述の(5)式において、分母と分子を入れ替えた値によって課税の税収コストを計測している。 
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1 後述の(5)式において、分母と分子を入れ替えた値によって課税の税収コストを計測している。 
2 理論モデルの説明では、Urakawa and Oshio(2010) 依拠して記述している。 
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界コストを計測するためには、次の 5 つの項目のデータが必要となる。 
 
(Ⅰ) 財�に対する社会全体の支出額 (����) 
(Ⅱ) 財�に対するそれぞれの年齢階級の支出額 (�����) 
(Ⅲ) 財�の実効税率 (��) 
(Ⅳ) 需要の非補償価格弾力性 (���) 




















 課税の限界コストを計測するにあたって、本稿では線形支出体系(Linear Expenditure 
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 右辺の第 1 項目である����は、第�財に対して必需的に必要であると考えられている基礎
的消費支出額である。よって、��は第�財の基礎的消費量であると考えることができる。そ
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の 9 財で分析を行う。推定期間は 2006 年 1 月から 2019 年 12 月までの 170 カ月間とす
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表 3 需要の非補償価格弾力性(年齢階級別) 





















































































表 4 需要の非補償価格弾力性(所得階級別) 
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表 4 需要の非補償価格弾力性(所得階級別) 

























































































































する。なお、総世帯数については、『平成 27 年国勢調査』のデータを使用する。 




高い年齢階級は 60-64 歳であり、次いで 65 歳以上が高い結果となっている。この結果よ
り、高齢者世帯が実質的に高い間接税を負担していることが分かる。村澤・湯田・岩本
(2005)は、所得階級別に間接税の実効税率を計測しており、第 1 分位と第 5 分位の間の逆
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表 4 需要の非補償価格弾力性(所得階級別) 



































































































表 5 間接税の実効税率 












































表 6 間接税の負担 





















































表 7 課税による税収の引き上げ効果 
税収の引き上げ効果���) 年齢階級別 所得階級別 



















0.918   1.000  
0.920   0.997  
0.933   0.984  
0.927   0.990  
0.943   0.973  
0.905   1.014  
0.947   0.969  
0.924   0.993  
0.895   1.025  
0.923   1.000   
0.922   1.001   
0.947   0.975   
0.929   0.994   
0.947   0.975   
0.898   1.029   
0.959   0.963   
0.925   0.998   
0.899   1.028   






























表 8 分配特性 
分配特性(��) 年齢階級別 



















1.000   0.815   0.674   0.419 
1.000   0.815   0.675   0.422 
1.000   0.816   0.676   0.422 
1.000   0.804   0.655   0.389 
1.000   0.827   0.696   0.456 
1.000   0.805   0.657   0.389 
1.000   0.765   0.591   0.292 
1.000   0.815   0.675   0.419 
1.000   0.805   0.659   0.398 
分配特性(��) 所得階級別 



















1.000   0.740   0.499   0.273 
1.000   0.757   0.521   0.298 
1.000   0.710   0.484   0.255 
1.000   0.699   0.453   0.222 
1.000   0.717   0.495   0.270 
1.000   0.750   0.485   0.256 
1.000   0.653   0.420   0.185 
1.000   0.707   0.458   0.226 




8 である。ここでは、4 つの不平等回避度を設定し(σ = 0,1,2,5)、分配特性を計測してい
る。σ = 0の場合では、公平性が考慮されず、どの費目も同等に評価されるため、全ての費




































8　Decoster and Schokkaert （1990）の LESの分析では、不平等回避度が高い場合、飲料品の限
界コストが最も高く計測されている。














表 9 課税の限界コスト 
  年齢階級別 所得階級別 










その他の消費支出   1.117 
交通通信       1.105 
食料         1.089 
光熱水道       1.086 
教養娯楽       1.082 
被服及び履物     1.078 
家具家事用品     1.072 
保健医療       1.060 
教育         1.056 
交通通信       1.114 
その他の消費支出   1.113 
光熱水道       1.084 
食料         1.083 
教養娯楽       1.081 
被服及び履物     1.077 
家具家事用品     1.056 
保健医療       1.056 
教育         1.043 










保健医療       0.738 
その他の消費支出   0.736 
食料         0.734 
光熱水道       0.733 
教養娯楽       0.730 
交通通信       0.726 
家具家事用品     0.725 
被服及び履物     0.707 
教育         0.624 
光熱水道       0.565 
食料         0.541 
交通通信       0.540 
保健医療       0.522 
家具家事用品     0.511 
その他の消費支出   0.506 
教養娯楽       0.495 
被服及び履物     0.487 
教育         0.438 










保健医療       0.483 
光熱水道       0.458 
食料         0.456 
教養娯楽       0.453 
家具家事用品     0.453 
その他の消費支出   0.445 
交通通信       0.430 
被服及び履物     0.420 
教育         0.308 
光熱水道       0.323 
食料         0.296 
保健医療       0.285 
交通通信       0.285 
家具家事用品     0.269 
その他の消費支出   0.251 
教養娯楽       0.244 
被服及び履物     0.239 
教育         0.192 
出典)計測結果より筆者作成。 
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